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１．税制 

(1) 移転価格税制に係る総合商社の事業内容解

釈の適正化 

(2) PE 課税と源泉徴収義務違反課税 

(3) 外国株主へ配当時の配当分配税の適用除外 

(4) ｲﾝﾄﾞからの輸出に係る Service Tax 等の免税

措置 

(5) ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧｲﾅﾝｽへのみなし配当課税の撤廃 

(6) 中央付加価値税（Excise CENVAT）の還付早

期化 

 

２．銀行 

(1) 対外商業借入（ECB）条件の緩和 

(2) 外国銀行の大都市での支店開設 

(3) 優先業種貸出規制の緩和について 

(4) 外国銀行本店からの借入規制の撤廃または

緩和 

(5) CSA 締結に係る規制緩和・整備対応 

(6) 一社規制回避のための他行裏保証 

(7) 為替予約・通貨ｵﾌﾟｼｮﾝ取引に係る規制緩和 

(8) ﾏｻﾗ債発行要件の緩和 

 

３．物流 

(1) 貨物到着前通関申告税度の撤廃または緩和 

(2) ｲﾝﾗﾝﾄﾞｺﾝﾃﾅﾃﾞﾎﾟ（ICD）のﾏｲｿｰﾙへの設置 

 

４．鉄鋼製品 

(1) 鉄鋼製品に対するｲﾝﾄﾞ規格強制認証化の緩

和・迅速化 

 

５．航空 

(1) 外国航空会社特例措置 

(2) 航空券決済における使用通貨規制の撤廃 

 

６．知的財産 

(1) 新たな制度の導入 

(2) 現行制度の制度改善 

(3) 現行制度の運用改善 

(4) 市場で流通する偽造品対策について 

(5) 違法製品の取り締まり強化 

 

７．手続 

(1) 取締役の国内在住義務に関する規制の変更 

(2) 安全規制（BIS）の固定化、規制対象、内容

の明瞭化 

(3) 安全規制（BIS）認可規制の中古品への運用

徹底 

(4) E-Waste Management の適正化 

(5) Plastic Waste Management の適正化 

(6) EPCG（Export Promotion Capital Goods）制

度変更遡及適用の見直し 

(7) ﾒｲｸｲﾝｲﾝﾃﾞｨｱ促進のための工業立地関連情報

提供拡充 

(8) ｱﾙﾐｻｯｼ規格・基準の統一化 

(9) 日印社会保障協定の実施機関への周知徹底 

 

８．インフラ 

以下のｲﾝﾌﾗの早期完成及び中央政府・州政府間の

関係強化 

(1) CBIC（ﾁｪﾝﾅｲ･ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ産業回廊構想）実現に

向けた関連道路の整備 

(2) ﾁｪﾝﾅｲ周辺道路整備 

(3) ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ道路開発 

(4) ﾁｪﾝﾅｲ港 

(5) ｶﾏﾗｼﾞｬｰﾙ(旧ｴﾝﾉｰﾙ)港 

(6) NH8 の整備促進(ｸﾞﾙｶﾞｵﾝ-ﾏﾈｻｰﾙ-ﾊﾞﾜﾙ-ﾆﾑﾗﾅ

間) 

(7) ﾊﾘｱﾅ・UP 州間ﾊﾞｲﾊﾟｽの早期完成 

 

９．フォローアップ 

(1)民間工業団地早期整備への協力 

(2)GST の早期導入 


